介護支援専門員　中級　第1分野

	第1分野　介護支援専門員と介護支援ｻｰﾋﾞｽ

	介護支援サービスの位置づけと介護支援専門員の業務及び責務

	解説
	　介護保険制度では、保険給付の対象者である要介護者等に対し、個々の解決すべき課題や心身の状況に適した利用者本位の介護サービスが、適切且つ効率的に提供されなければならない。そのためには、保健・医療・福祉の各分野にわたる各サービスが総合的・一体的・効率的に提供されるようサービスが体系化されていくことを確立している。その中で介護支援専門員は、要介護者等からの相談に応じ適切な居宅または在宅生活を利用できるよう、市町村・居宅サービス事業者・介護保健施設等との連絡・調整を行い、要介護者等が自立した日常性生活を営む為に必要な専門的知識・技術を持って援助しなくてはならない。
　基本的に介護保険ｻｰﾋﾞｽの利用を相談された場合、大まかに次のように循環する。

1 課題分析（アセスメント）→ｻｰﾋﾞｽ利用者である要介護者等の生活全般の解　　　

決すべき課題を明らかにし、整理する。

2 介護サービス計画作成→課題分析で明らかになったニーズを解決するため　　　　

　　　　　　　　　　　の総合的サービス計画を立案する。
3 ｻｰﾋﾞｽ業者との調整及び仲介→介護サービス計画に組み込まれたｻｰﾋﾞｽ内容

　　　　　　　　　　　　　　を実施するため、担当の業者と頻度・内容・　　

　　　　　　　　　　　　　　種類等について詳細な調整・仲介を行う。

4 ｻｰﾋﾞｽの継続的な把握と評価→計画されたｻｰﾋﾞｽが適切に実施されており、

継続的に行われるように把握・評価を行う。

加えてこの中には、利用者本位と個別性の尊重の姿勢が貫かれている必要がある。

　また、介護支援専門員の業務は以下の3つである。

1 要介護認定に関する業務

2 介護支援ｻｰﾋﾞｽに関する業務

3 居宅ｻｰﾋﾞｽの上限管理等に関する給付管理の業務。

	1
	例題
	既に要介護認定が済んでいる家族から介護サービスの利用を希望する相談を受けました。どのような過程を踏んでｻｰﾋﾞｽ提供を行いますか？ポイントも含め答えなさい。

	
	解答
	1 課題分析（アセスメント）→ｻｰﾋﾞｽ利用者である要介護者等の生活全般の解　　　

決すべき課題を明らかにし、整理する。

2 介護サービス計画作成→課題分析で明らかになったニーズを解決するため　　　　

　　　　　　　　　　　の総合的サービス計画を立案する。

3 ｻｰﾋﾞｽ業者との調整及び仲介→介護サービス計画に組み込まれたｻｰﾋﾞｽ内容

　　　　　　　　　　　　　　を実施するため、担当の業者と頻度・内容・　　

　　　　　　　　　　　　　　種類等について詳細な調整・仲介を行う。

4 ｻｰﾋﾞｽの継続的な把握と評価→計画されたｻｰﾋﾞｽが適切に実施されており、

継続的に行われるように把握・評価を行う。

加えてこの中には、利用者本位と個別性の尊重の姿勢が貫かれている必要がある。

	2
	例題
	介護支援専門員の業務を大きく3つ答えなさい。

	
	解答
	1 要介護認定に関する業務

2 介護支援ｻｰﾋﾞｽに関する業務

3 居宅ｻｰﾋﾞｽの上限管理等に関する給付管理の業務。

	


介護支援専門員　中級　第２分野
	第２分野　介護保険における被保険者について

	解説
	　介護保険では40歳以上の国民全てが被保険者となる。被保険者とはその保険目的である保険事故の発生時に損害の補填を受けるものをいい、保険料を払う義務を負うと同時に要介護状態になった場合には保険給付を受ける権利を持っている。また、介護保険は一定の資格要件に該当するものは保険加入の意志に関わらずまた何ら手続きを必要とせず保険関係が生じる「強制適用」の仕組みを取っている。
　介護保険では2種類の被保険者がある。

第1号被保険者

第2号被保険者

対象者

市町村の区域内に住所を有する65歳以上の人

市町村の区域内に住所を有する40歳以上65歳未満の医療保険加入者

受給権者

· 要介護者（寝たきり・認知症等）

· 要援護者（虚弱等）
左記のうち、初老期認知・脳血管性障害等加齢に起因する特定疾病（＊１）によるもの
（＊１）特定疾病とは継続して介護が必要になる疾病のうち、本来高齢者に発生する疾病が65歳未満に発生する場合を想定し、心身の病的な加齢現象と医学的関係がある疾病をいう。以下の病気が特定疾病である。

１．筋萎縮性側索硬化症

２．後縦靭帯骨化症
３．骨折を伴う骨粗しょう症

４．シャイ・ドレーガー症候群

５．初老期における認知症

６．脊髄小脳変性症

７．脊柱管狭窄症

８．早老症

９．糖尿病性神経障害・糖尿病性腎症・糖尿病性網膜症

10．脳血管疾患

11．パーキンソン病

12．閉塞性動脈硬化症

13．慢性関節リウマチ

14．慢性閉塞性肺疾患

15．両側の膝関節又は股関節に著しい変形を伴う変形性関節症
16．末期がん

	1
	例題
	介護保険における被保険者とは何歳以上をさすか？また、被保険者は2種類に分けられるが、それぞれの対象者と需給要件を述べなさい。

	
	解答
	介護保険では40歳以上の国民全てが被保険者となる。
また、第1号被保険者と第2号被保険者とあるが、各対象と需給要件は以下の通り。

第1号被保険者

第2号被保険者

対象者

市町村の区域内に住所を有する65歳以上の人

市町村の区域内に住所を有する40歳以上65歳未満の医療保険加入者

受給権者

· 要介護者（寝たきり・認知症等）

· 要援護者（虚弱等）
左記のうち、初老期認知・脳血管性障害等加齢に起因する特定疾病（＊１）によるもの



	2
	例題
	第2号被保険者の特定疾病について全て述べなさい。

	
	解答
	１．筋萎縮性側索硬化症　２．後縦靭帯骨化症　３．骨折を伴う骨粗しょう症

４．シャイ・ドレーガー症候群　５．初老期における認知症　

６．脊髄小脳変性症　７．脊柱管狭窄症　８．早老症

９．糖尿病性神経障害・糖尿病性腎症・糖尿病性網膜症　10．脳血管疾患

11．パーキンソン病　12．閉塞性動脈硬化症　13．慢性関節リウマチ

14．慢性閉塞性肺疾患
15．両側の膝関節又は股関節に著しい変形を伴う変形性関節症

16．末期がん


介護支援専門員　中級　第３分野
	第３分野　保険給付の手続き・種類・内容について

	

	解説
	 被保険者は保険給付を受ける前提として、要介護認定・要支援認定を受ける必要がある。このため被保険者は各市町村担当窓口へ保険給付を受けたい旨を申請しなければならない。その後、被保険者が給付要件を満たしているが否かを確認するため、認定調査を行い、全国一律の要介護認定認定基準を用いて被保険者の状態を判断される。
　また、保険給付には「介護給付」「予防給付」「市町村特別給付」と3つに分けられ、その中でも「介護給付」は施設給付と居宅給付に分けられる。詳細内容は以下の通り。
内　容
介護給付

居宅介護ｻｰﾋﾞｽ費
都道府県知事の指定を受けた指定居宅ｻｰﾋﾞｽ事業者が提供する指定居宅サービスのこと。12種類ある。
特例居宅介護ｻｰﾋﾞｽ費
原則、償還払い。以下の場合に認められる。
· 要介護認定の申請前にやむを得ない理由により、指定居宅ｻｰﾋﾞｽを受けた場合。
· 基準該当居宅ｻｰﾋﾞｽを受けた場合

· 離島などで相当ｻｰﾋﾞｽを受けた場合。

居宅介護福祉用具購入費
要介護者が排泄・入浴に供する福祉用具で、構成労働大臣が定める特定福祉用具を購入した場合で、要介護者の自立を助けるために必要と認められる場合に限り行われる給付。
　八戸市においては年間10万円の上限額を設定。加えて原則は同じものを購入することは望ましくない。八戸市は受領委任払いの方法を取ることができ、

その方法は以下の通り。

1 八戸市指定の福祉用具購入事前申請書に必要項目を記入。出来るだけ、必要な理由は詳細に記入する。
2 事前申請書を八戸市介護保険課へFAXし、その後福祉用具購入資格確認証をもらいに行く。

3 福祉用具購入資格確認証のコピーを取って利用者カルテへ綴じ、原本は購入業者へ渡す。

居宅介護住宅改修費
要介護者等が手すりの取り付け等、厚生労働大臣の指定する種類の住宅改修を行った場合に給付されるもの。
八戸市においては、原則1回のみで上限額20万円。詳細な手続きは下記参照（＊１）

居宅介護ｻｰﾋﾞｽ計画費
要介護者が都道府県知事の指定する指定居宅介護支援事業所から居宅ｻｰﾋﾞｽ計画の策定や業者との利用調整を行った場合に支払われるもの。この給付に限り10割保険給付で利用者負担はない。
特例居宅介護ｻｰﾋﾞｽ計画費
　上記居宅介護サービス計画費と同様内容だが、基準該当居宅介護支援・離島などにおける居宅介護支援を受けた場合に支払われる。これも10割保険給付。
施設介護ｻｰﾋﾞｽ費
　要介護者が都道府県知事の指定を受けた介護保険施設から指定施設サービスなどを受けた場合に支払われるもの。
特例施設介護ｻｰﾋﾞｽ費
　要介護者が緊急その他やむをえない事情により、介護保険申請前に指定施設サービスなどを受けた場合。
高額介護ｻｰﾋﾞｽ費

　要介護者が1割の定率利用負担額が、著しく高額になる場合、利用負担が家計に与える影響を考慮し負担額が一定額を上回らないような軽減を図るためのもの。
（＊１）八戸市における住宅改修
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	1
	例題
	八戸市における福祉用具の年間購入金額及び受領委任払いの手続き方法を述べなさい。

	
	解答

	八戸市においては年間10万円の上限額を設定。加えて原則は同じものを購入することは望ましくない。八戸市は受領委任払いの方法を取ることができ、

その方法は以下の通り。

1 八戸市指定の福祉用具購入事前申請書に必要項目を記入。出来るだけ、必要な理由は詳細に記入する。

2 事前申請書を八戸市介護保険課へFAXし、その後福祉用具購入資格確認証をもらいに行く。

3 福祉用具購入資格確認証のコピーを取って利用者カルテへ綴じ、原本は購入業者へ渡す。

	2
	例題
	八戸市における住宅改修において上限額はいくらで、ケアマネージャーが実際に施

工業者へ事前申請時に用意しなければいけない書類はなにか？

	
	解答
	八戸市は原則1回につき20万円が上限。ケアマネージャーが用意する書類は、
1 受領委任払い同意書

2 住宅改修が必要な理由書

3 介護保険証のコピー


介護支援専門員　中級　第４分野
	第４分野　要介護認定の手続き等について

	

	解説
	　介護支援専門員の業務の中で、介護保険申請の代行も挙げられる。おおよそ

次のような手順で行われる。
1 本人の住民票の住所登録の場所へ郵送にて介護保険の更新申請の案内が届く。（おおよそ有効期限が切れる60日以上前）

2 介護保険申請書・訪問調査連絡票と2枚同封されてくるので、いずれも確認する。
3 本人、家族に介護支援専門員が代行申請するのか、直接家族・本人が市役所窓口に申請するのかを確認。

4 これから行われる介護保険調査の流れについて、家族・本人に説明。

ﾎﾟｲﾝﾄ～●調査員は自分ではない市役所職員若しくは市役所から依頼された職員が来ることを説明。

　　　●同時にいつも受診している主治医にも受信し、主治医意見書に反映

するべき情報を主治医に伝えることを助言。

5 介護保険申請書・訪問調査連絡票を全て記入する。

ﾎﾟｲﾝﾄ～●訪問調査連絡票は誰に・何時頃調査員との連絡を取ればいいのかを確実に書き入れ、家族にも調査員から連絡が来ることを伝える。

●訪問調査連絡票には、本人の現在の状態があらかじめわかる情報を書き込む（「以前と変わりなし」は好ましくない）

●介護保険申請書への枠外の利用者本人捨印を忘れず行う。

●主治医の確認と近日中に受診していただける日を確認し書き込む。

⑥　家族申請の場合はそのまま市役所へ有効期限が切れる60日前より受付可能である事を伝え、担当窓口（八戸市は介護保険課）へ提出していただけるよう依頼。
7 介護支援専門員が代行申請する場合、代行申請欄へ管理者印等必要な情報を更に記入する。
8 有効期限が切れる60日前に担当窓口へ提出する。

以上がおおよその流れであるが、以下のことにも注意が必要。

· 単身独居の場合。

本来であれば、認定調査は本人のみの聞き取り以外に、普段の生活を良く知っているものからの聴取が必要。よって、本人の伝達できる能力を勘案し、可能であれば単独の調査の後、担当介護支援専門員への電話連絡での確認でよいが、軽度認知症等の疑いがある場合には調査に担当介護支援専門員が同席し日常生活の状態を伝えることが望ましい。


	1
	例題
	介護支援専門員が家族から介護保険更新申請の手続き代行を依頼された場合、どのような書類を作成し、どのような点に注意が必要か述べなさい。

	
	解答
	介護保険申請書・訪問調査連絡票の2枚の書類を作成する。

　ﾎﾟｲﾝﾄ～●訪問調査連絡票は誰に・何時頃調査員との連絡を取ればいいのかを確実に書き入れ、家族にも調査員から連絡が来ることを伝える。

●訪問調査連絡票には、本人の現在の状態があらかじめわかる情報を書き込む（「以前と変わりなし」は好ましくない）

●介護保険申請書への枠外の利用者本人捨印を忘れず行う。

●主治医の確認と近日中に受診していただける日を確認し書き込む

1 これから行われる介護保険調査の流れについて、家族・本人に説明。

ﾎﾟｲﾝﾄ～●調査員は自分ではない市役所職員若しくは市役所から依頼された職員が来ることを説明。

　　　●同時にいつも受診している主治医にも受信し、主治医意見書に反映

するべき情報を主治医に伝えることを助言。

2 代行申請欄へ管理者印等必要な情報を更に記入する。

3 有効期限が切れる60日前に担当窓口へ提出する。



	２
	例題
	調査時、単身独居の場合どのようなことに注意が必要か？

	
	解答
	本来であれば、認定調査は本人のみの聞き取り以外に、普段の生活を良く知っているものからの聴取が必要。よって、本人の伝達できる能力を勘案し、可能であれば単独の調査の後、担当介護支援専門員への電話連絡での確認でよいが、軽度認知症等の疑いがある場合には調査に担当介護支援専門員が同席し日常生活の状態を伝えることが望ましい。


介護支援専門員　中級　第５分野
	第5分野　介護支援専門員の基本姿勢・基本姿勢・役割と機能について

	解説
	介護支援専門員の基本姿勢と基本視点は以下の通り。

●基本姿勢

　１.人権尊重
介護支援専門員は、鋭い観察力や感受性、そして洞察力をもって要介護者
の生活を見守り、人権を擁護する必要がある
２.主体性の尊重
援助のすべての過程における、要介護者等（家族など）の参加と意思の表
明、そして自己決定である
３.公平性
　　要介護者等と援助者の関係で、介護支援専門員は職業倫理として、どの人　　

に対しても公平に対応しなければならない。サービスの利用援助において、公平な態度をもつということが必要。

４.中立性
要介護者等をめぐる関係者の間にあって中立性を保ち、要介護者等が必要
とするサービスを提供すら機関（事業者）との関係において中立性を保つ

　５.社会的責任
　　　介護支援専門員は、職業人としての援助者である

　６.個人情報の保護
　　　　要介護者等自身と要介護者等の生活については、問題解決に必要な情報　　

以外に関心を持ってはならない

●基本視点
１.自立支援
目的としての自立（律）支援（Autonomy）：自分の意思のままに、自分らしく（自律的に）生きることを支える。生活維持能力を高める為の自立（Independence）：要介護者等自身がより自立的に生活できるよう、生活維持するうえでの自立性を高めるよう支援する

２.ノーマライゼーションとQOL

「ノーマライゼーション」の理念は、みんなが普通の生活ができる地域社会を作っていこうという考え方。さらに、生活の質（QOL：Quality of Life）の理念を援助の基本に据えておくことが重要である

３.生涯発達

人間は年齢をとっても、人間として成熟に向けて発達しつづける存在であるゆえに、高齢者は尊敬される存在なのである。
上記姿勢等に加えて、介護支援専門員は次のような役割と機能を果たさなくてはならない。
１利用者本位の徹底
要介護者等を援助する過程のすべてにおいて、利用者本位の観点が留意されなければならない。介護支援専門員は、要介護者等にかかわる援助チームのメンバー全員についても、この姿勢で臨むよう配慮しなければならない

２チ－ムアプローチの実施―総合的判断と協働
チームによる援助がスムースに運営されるよう、介護支援専門員はチームのコーディネーターとしてリーダーシップを発揮し、メンバーが積極的な援助を行うよう励まし続けなければならない

３居宅サ－ビス計画に基づくサ－ビス実施状況のモニタリングと計画の修正
サービス実施過程で、介護支援専門員が行うべき業務として①サービス実施状況の把握②要介護者等の生活状況の把握③各サービス機関へも情報提供④各サービス機関のサービス実施方法等について修正や改善を求める⑤サービス実施方法等について、サービス機関間の調整を行う⑥居宅サービス計画の修正があった場合、メンバーに伝え、修正を行う

４サ－ビス実施体制におけるマネジメントの情報提供と秘密保持
要介護者等に関する情報の管理と、メンバーへの適切な情報の提供は、介護支援専門員の役割であり責任である

５信頼関係の構築
個人を、人間として知り合うことや、専門職として、その力量をし合うこと。
その舞台回しをするのは介護支援専門員である

６ 社会資源の開発
要介護者等が必要としているサービスが手に入らない場合、要介護者等に在宅ケアの限界を理解するように促すこと、そして不足するサービスの開発を促すこと。


	1
	例題
	介護支援専門員の基本姿勢及び基本視点をあわせて9つ箇条書きに述べなさい。

	
	解答
	●基本姿勢

１.人権尊重
２.主体性の尊重
３.公平性
４.中立性
　５.社会的責任
　６.個人情報の保護

●基本視点
１.自立支援
２.ノーマライゼーションとQOL

３.生涯発達

	2
	例題
	介護支援専門員の基本的役割と機能について述べよ。

	
	解答
	１利用者本位の徹底
要介護者等を援助する過程のすべてにおいて、利用者本位の観点が留意されなければならない。介護支援専門員は、要介護者等にかかわる援助チームのメンバー全員についても、この姿勢で臨むよう配慮しなければならない

２チ－ムアプローチの実施―総合的判断と協働
チームによる援助がスムースに運営されるよう、介護支援専門員はチームのコーディネーターとしてリーダーシップを発揮し、メンバーが積極的な援助を行うよう励まし続けなければならない

３居宅サ－ビス計画に基づくサ－ビス実施状況のモニタリングと計画の修正
サービス実施過程で、介護支援専門員が行うべき業務として①サービス実施状況の把握②要介護者等の生活状況の把握③各サービス機関へも情報提供④各サービス機関のサービス実施方法等について修正や改善を求める⑤サービス実施方法等について、サービス機関間の調整を行う⑥居宅サービス計画の修正があった場合、メンバーに伝え、修正を行う

４サ－ビス実施体制におけるマネジメントの情報提供と秘密保持
要介護者等に関する情報の管理と、メンバーへの適切な情報の提供は、介護支援専門員の役割であり責任である

５信頼関係の構築
個人を、人間として知り合うことや、専門職として、その力量をし合うこと。
その舞台回しをするのは介護支援専門員である

６ 社会資源の開発
要介護者等が必要としているサービスが手に入らない場合、要介護者等に在宅ケアの限界を理解するように促すこと、そして不足するサービスの開発を促すこと。



介護支援専門員　中級　第６分野
	第6分野　高齢者支援展開論（医学編）

	

	解説
	　加齢によりすべての身体機能が低下していくわけではないが、その変化も加齢と共に大きくなる。すべての高齢者が全て身体・精神の疾患を持っているわけではないが、高齢者に多い疾病・症状等を良く理解し、そのようなハンディキャップを背負った1個人として支援計画を立てる必要がある。
· 高齢者に起こりやすい症状と障害

1) 低栄養

　　　　高齢者の低栄養の原因は、肝疾患などの疾病のほか、歯牙の欠損・口腔内の疾患等による複合的な場合が多い。社会的要因としては一人暮らしの高齢者は食事摂取量が低下し、低栄養になりやすい傾向にある。

2) 水・電解質代謝異常

　　　　脱水の原因は、肺炎などの感染・発熱、脳血管障害者や悪性腫瘍などによる水分摂取不能及び制限・利尿剤の過剰投与等が挙げられるが、高齢者自身がトイレに行くことをおっくうがり自ら水分摂取を控えてしまうことも多い。
　　　　症状は舌や皮膚の乾燥・頻脈・せん妄など精神活動の低下や異常が出現することが多い。

3) 骨折
　　　　骨折の原因は、骨祖しょう症が主因となっている。脊柱椎体・大腿骨頚部・上腕骨近位端・肋骨等に多発し、廃用症候群をもたらし、中でも大腿骨頚部骨折はしばしば寝たきりの原因になることも多い。
　　　

4) 呼吸不全
　　　　呼吸困難により、動脈血中の酸素濃度低下・炭酸ガス濃度の上昇などにより、生体の正常な機能を営めない状況をいう。高齢者の呼吸不全は呼吸困難が全面に出ないことも少なくなく、認知症等により本人が的確に症状をうったえないこともある。
5) 転倒
高齢者の転倒の原因は、運動機能をつかさどる脳機能低下・運動性反射の低下・筋力の低下などが挙げられ、転倒により2次的な事故（骨折や交通事故等）に至る場合も少なくない。つまづきによる転倒もあり、床等の段差の解消も転倒防止策として有効。
6) 寝たきり
　日本における寝たきり原因の1位は脳血管性の後遺症によるもの、2位は転倒が大きく占める。しかし、疾患そのものではなく、リハビリのスタートの遅れが廃用症候群を引き起こし、2次的に寝たきりになる場合もある。

7) 褥瘡
褥瘡は寝たきりの場合、体位変換が充分でなく、自らの体重で体の一部を持続圧迫するため循環不全により、皮膚・皮下組織に壊死が起こり、更に壊死部が潰瘍となりそれに感染が加わった状態です。褥瘡の感染巣は敗血症などの全身感染の原因ともなり、死亡することも少なくない。
寝たきり状態による皮膚圧迫のほか、発汗・大小便失禁による皮膚湿潤・低栄養なども憎悪因子となる。

褥瘡が起こりやすい場所として、仙骨部・大転子部・肩甲骨部など骨が隆起している軟部組織部分に発生しやすい。圧迫防止が最大の決め手で、最低2時間おきの体位交換が望ましく、同時に栄養状態の改善も必要である。
8) 廃用症候群
廃用症候群とは心身機能を充分に活用しないために本来低下するべきでない機能が低下すること状態。諸症状として、骨格筋の萎縮・関節の拘縮・骨萎縮・尿路結石・起立性低血圧・静脈血栓症・沈下性肺炎・尿失禁・便秘・認知症等が挙げられる。

いずれも、離床時間が少なく、運動不足・長時間の圧迫・膀胱留置カテーテルの長期使用等によるもので、高齢者を寝たきり・寝かせきりにさせずにすることが最大のポイントである。したがって、寝たきりにさせないためにも早期のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの導入は重要な課題となる。

· 高齢者に多く見られる各種疾患
Ⅰ)循環器系疾患

1 虚血性心疾患

虚血性心疾患とは、冠状動脈の異常によって心臓の筋肉事態への血流供給が低下して起こる疾患で、狭心症と心筋梗塞が代表的なものだが、不整脈・虚血性心疾患の後遺症としての心不全もある。
2 心不全・ショック

高齢者の心不全症状は自覚性に乏しい場合が多く、気がついたときには重篤な肺水腫に至っている場合もある。

高齢者のショックは血圧低下・脈拍微弱・頻脈・冷汗・皮膚蒼白・乏尿等あるが、生あくび・無欲状態・せん妄等の精神障害が全面に出現することもある。

3 血圧異常

高血圧症とは、拡張期血圧95mmHg、収縮期血圧160mmHg以上のものをさすが血圧は加齢と共に上昇の傾向をしめす。加齢に伴う血圧上昇は収縮期血圧に目立つ。血圧上昇の大きな原因は動脈硬化で、症状としてめまい・ふらつき・失神などがある。
血圧そのものは絶えず変化しており、一日の間でも大きく変化することがありその日内変動も大きな特徴である。治療のための降圧剤は居眠り・注意散漫・意欲減退等引き起こすことがあるので注意が必要。

また、低血圧症もあり、一過性の起立性低血圧症・食事後低血圧賞は高齢者に多く、起立や食事などにより引き起こされるふらつき・めまいなどであるが、夜間の起立性低血圧症に関しては、転倒の原因となることもあるので充分な注意が必要。

Ⅱ)呼吸器疾患
1 肺炎
　　　　　　肺炎は、ウイルスや細菌による肺の感染症で高齢者の死亡原因の2位に位置づけられる。他の疾病に合併した場合も含めると約半数の死亡者率を占める。

　　　　　　高齢者の肺炎は・発熱・呼吸器症状等の典型的症状を欠くことが多く、容易に脱水症を引き起こす。また、誤嚥性肺炎は高齢者が突発的に呼吸困難を引き起こした場合、まず疑うべき疾患のひとつである。

　　

2 慢性閉塞性肺疾患

　　　　　　慢性閉塞性肺疾患は、肺気腫と慢性気管支炎を含めた概念だが、両者はしばしば重複し、高齢者の気管支喘息も含める場合がある。

　　　　　　大量の排痰と運動時の呼吸困難が主症状で、全身の運動量低下を引き起こし廃用性症候群を引き起こしやすい。

　　

3 肺がん

　　　　　　肺がんの死亡率は年々上昇しており、特に高齢者にはその傾向が顕著です。原因は大気汚染・喫煙等が挙げられ、症状としては咳・喀痰・発熱・胸痛などがある。
　

4 気管支喘息
気管支喘息は、呼吸時にぜいぜい・ひゅうひゅうという音をさせる

　　　　　喘鳴を伴う呼吸困難の一時的発作を言い、高齢者ほど気道分泌物の粘度が増す。薬物療法が主となるが、効果が得られないときには呼吸訓練法等の工夫が必要。

5 肺結核

　　　　　　肺結核は高齢者にとっては罹患すると死亡に至ることが多い恐ろしい疾病であるが、症状が乏しいため発見が遅れることがある。

　　　　　　咳・痰・息切れ・食欲不振・体重減少・微熱・全身倦怠感等が症状として挙げられる。

　　Ⅲ）神経系疾患
1 脳血管障害
虚血性脳血管障害とは、動脈硬化症・血栓性脳梗塞が主な疾病で、血栓が脳につまり、その先の脳細胞への血流が滞るために細胞が死んでしまい起こる障害。最大の危険因子は高血圧症である。

出血性脳血管障害は脳内出血とクモ膜下出血に分けられる。脳内出血は、睡眠中・起床時などの非活動中に起こることも少なくない。クモ膜下出血は、激しい局在的頭痛が発症し、神経症状がほとんどなく、首筋の硬直が見られるが高齢者ではこうした典型的症状を欠く場合があるので注意が必要。
2 高齢者の慢性・進行性神経変性疾患

　　　パーキンソン病は50歳代～60歳代に発症のピークがある。原因の詳細は不明。症状としては、筋肉が硬く萎縮し運動性が進行的に低下し、振戦が初期の症状として特徴的。歩行障害。全身動作緩慢等が外見上の共通症状としてあり、仮面性顔貌・言語不明瞭なども出現するため、精神活動の低下を思わせるが、かなりの比率で知的レベルは保たれている。
アルツハイマー型認知症は、原因の詳細は不明。しかし、病理学的には、脳細胞の萎縮・脳質の拡大等が見られる。治療法は確立されれておらず、根本治療等は未だにない。よって進行性の病気と言える。症状は初期には、記銘力低下で始まり、学習障害、失見当識、感情の動揺が認められるが、人格は保たれ、ニコニコしており愛想はよい。中期より 記憶、記銘力のはっきりとした障害に加えて高次機能障害が目立つ時期で、病理学的な異常が前頭葉に顕著なことを反映して視空間失認や地誌的見当識障害が見られる。この時期には、外出すると家に帰れなくなることが多い。更に周囲に無頓着となったり徘徊や夜間せん妄もみとめられる。特に初老期発症例では、感覚失語、構成失行、観念失行、観念運動失行、着衣失行などの高次機能障害も稀ではない。後期には前頭葉症状、小刻み歩行や前傾姿勢などの運動障害もみられ、最終的には失外套症候群に至る。 

　　　脳血管性認知症は、脳血管障害特に脳梗塞にあるものを脳血管性認知症という。歩行障害・言語障害・知覚障害・構音障害のほか、認知機能の低下が中核症状としてある。また、感情が変化しやすく情動失禁もあるが、アルツハイマー型認知症と比べて人格は保たれやすい。
　　　

3 脊髄疾患
　　　　　　　脳ではなく、脊髄の異常による諸疾患を総称して脊髄疾患と呼ぶ。多い疾病は変形性頚椎症で、加齢による頚椎の退行性変化によるもので、知覚異常・感覚低下・運動障害をもたらす。また、変形性腰椎症は数百メートルの歩行で両下肢けいれん・異常感覚・脱力感等があり、短時間の休息で回復するは行の症状を呈す。

4 消化器系疾患

　　高齢者に多い消化器疾患は、食堂炎・食道がんなどの疾患。食道が

んは男子に発生率が高く、喫煙・飲酒が主な原因。禁煙はすい臓がん・

大腸がんも急増しており、大腸がんは進行した形で初めて発見される

高齢者も少なくない。

5 運動器疾患

　　　加齢に伴い、骨密度が低下し骨折の危険をもたらす程度になれば骨粗しょう症と診断される。
　　　一番多いのは、骨関節の変形性疾患で、関節軟骨の変性と軟骨にかかる負荷の過剰による骨増殖・関節変性をもたらす状態で、膝関節にその症状が出現することが多く、女性に多い。肥満に関係している。

　　　

6 糖尿病

　　　高齢者の糖尿病は、典型的症状（口渇・多飲・多尿等）を呈することが少なく、往々にして他の神経系疾患と間違えられることが多い。また、合併症の視力低下・下肢の錯覚感覚などの症状が出ても、高齢者自身が訴えることが少ない場合がある。



	1
	例題
	高齢者において多く見られる障害と症状について8つ述べなさい。

	
	解答
	1) 低栄養

2) 水・電解質代謝異常

3) 骨折

4) 呼吸不全

5) 転倒

6) 寝たきり

7) 褥瘡

8) 廃用症候群

	2
	例題
	高齢者に見られる各種疾患で、脳血管性障害について要因・症状・特徴等を述べなさい

	
	解答
	虚血性脳血管障害とは、動脈硬化症・血栓性脳梗塞が主な疾病で、血栓が脳につまり、その先の脳細胞への血流が滞るために細胞が死んでしまい起こる障害。最大の危険因子は高血圧症である。出血性脳血管障害は脳内出血とクモ膜下出血に分けられる。脳内出血は、睡眠中・起床時などの非活動中に起こることも少なくない。クモ膜下出血は、激しい局在的頭痛が発症し、神経症状がほとんどなく、首筋の硬直が見られるが高齢者ではこうした典型的症状を欠く場合があるので注意が必要。


介護支援専門員　中級　第7分野
	第7分野　高齢者支援展開論（面接・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・の基本）

	解説
	利用者のニーズに適切に答えるためには、利用者・その家族・関係者等との信頼関係に基づく共同作業が必須である。情報を的確に捉えるためには、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの技術も必要になる。
●面接における4つの基本的視点と8つの実践的原則

　基本的視点

1 基本的人権の尊重
　人間としての尊厳を大切にする相談・面接は、本人の自身を回復させ、積極的な生活意欲を引き出すこともあって、ケアの効果を全体として高めることにつながる
2 生活の全体的把握
　同じ生活行為でも、人によって意味が違うこと、「老い」の客観的事実と、そこからくる障害に対して介助、介護が必要なのと同じくらい、「老いてゆく自己」の認識や意味付けの作業過程への援助もまた必要である
3 自立と社会参加の拡大を目指す援助
ケア計画の中に、依存性を拡大させないよう、自立への意欲を引き出す方向が明確にされ、わずかずつでも社会的接触の幅を広げる工夫が組み込まれるべきである
4 専門的援助関係と職業倫理
専門的援助関係：相談者者は、心の深みにある重要な感情に直面するよう援助する知識と技術の存在である。職業倫理：相談者は、秘密保持の義務を負う。
実践的原則
1 個別化の原則
利用者や家族の個別的なニーズや生活状況に応じて個別的に対応すること
2 意図的な感情表出の原則
　利用者は、現在直面している困難について、情緒的な側面を含め、願望や不満を含めて、自由に表現できる機会を与えられなくてはならない
3 制御された情緒関与の原則
　相談者の側の共感的理解を、場面と対象に応じ、さまざまの言語的・非言語的手段をもって伝えなくてはならない
4 非審判的態度の原則
　利用者や家族の行動や考え方を、相談者の価値観や社会通念から一方的に評価したり、そのような意見を述べたりしてはならない
5 自己決定の原則
　利用者や家族の意思に基づく決定ができるように条件を整え、その決定を支えていくことが、生活にかかわる援助の原則でなければならない
6 秘密保持の原則
　職業倫理のとしての秘密保持の原則は、よい相談の前提である
7 専門的援助関係の原則
　面接に当たっては常に専門的援助者としての面接者の立場を崩してはならない
8 受容と共感の原則

　クライエントの行動や認識・人格を大切にし尊厳を認め行動の背景にある感情も含めて温かく承認すること。

●ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの基本液技術

　①傾聴
利用者や家族が伝えたいと願っていることをまず「聴く」ことが、コミュニケーション技術の第一である。傾聴を支えるものとしては、高齢者のケアにかかわる一般的な知識や不安、混乱時の人間行動に関する知識といった基本に加えて、「予備的共感」と「観察」、そして「波長合わせ」といわれる過程が重要である。予備的共感は、準備的共感ともいわれ、面接前に得られるいくつかの情報から、その利用者の直面している困難について、利用者の立場にたった見方を予想し、それへの共感的な体制を相談者がいくらか準備しておくこと。予断を抱いたり偏見をもったりすることを注意深く避ける。「波長合わせ」とは、傾聴の過程で相談者が、利用者の問題のそれまでの理解の誤りを訂正し、それを確認して、共感的相互理解を進めるために、意識的に訂正していく作業である
②面接の焦点を定めるための諸技術
本人が選択するのに十分な沈黙の時間（待つ時間）をおいて面接を進めていくという、いわば「リード」に属する技能群がある。相手の述べた事実や感情を「反射」する技能・面接者が明確に受け止めた感情などを要約するための技能・利用者や家族が不安やあきらめなどから問題にしていない領域に目を向けさせ、自分たち自身の状況を客観的に認識する手始めになるような「直視」ともいうべき技能がある
③面接を援助として用いる諸技術
利用者や家族の困難への対処をいくらかでも容易にするような一群の援助技術である。介護における新しい用具や方法を採用したりすることを進めるといった、いわば積極的な介入のための技能群である


	1
	例題
	面接場面における8つの実践的原則について述べなさない。

	
	解答
	1 個別化の原則
利用者や家族の個別的なニーズや生活状況に応じて個別的に対応すること
2 意図的な感情表出の原則
　利用者は、現在直面している困難について、情緒的な側面を含め、願望や不満を含めて、自由に表現できる機会を与えられなくてはならない
3 制御された情緒関与の原則
　相談者の側の共感的理解を、場面と対象に応じ、さまざまの言語的・非言語的手段をもって伝えなくてはならない
4 非審判的態度の原則
　利用者や家族の行動や考え方を、相談者の価値観や社会通念から一方的に評価したり、そのような意見を述べたりしてはならない
5 自己決定の原則
　利用者や家族の意思に基づく決定ができるように条件を整え、その決定を支えていくことが、生活にかかわる援助の原則でなければならない
6 秘密保持の原則
　職業倫理のとしての秘密保持の原則は、よい相談の前提である
7 専門的援助関係の原則
　面接に当たっては常に専門的援助者としての面接者の立場を崩してはならない
8 受容と共感の原則

　クライエントの行動や認識・人格を大切にし尊厳を認め行動の背景にある感情も含めて温かく承認すること。



	
	

	2
	例題
	ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ技術の傾聴について述べなさい。

	
	解答
	利用者や家族が伝えたいと願っていることをまず「聴く」ことが、コミュニケ
ーション技術の第一である。傾聴を支えるものとしては、高齢者のケアにかかわる一般的な知識や不安、混乱時の人間行動に関する知識といった基本に加えて、「予備的共感」と「観察」、そして「波長合わせ」といわれる過程が重要である。予備的共感は、準備的共感ともいわれ、面接前に得られるいくつかの情報から、その利用者の直面している困難について、利用者の立場にたった見方を予想し、それへの共感的な体制を相談者がいくらか準備しておくこと。予断を抱いたり偏見をもったりすることを注意深く避ける。「波長合わせ」とは、傾聴の過程で相談者が、利用者の問題のそれまでの理解の誤りを訂正し、それを確認して、共感的相互理解を進めるために、意識的に訂正していく作業である


介護支援専門員　中級　第8分野
	第8分野　　居宅ｻｰﾋﾞｽ各論１（訪問看護・訪問介護・通所介護・通所リハビリ）

	

	解説
	居宅サービスには様々あるが、その中でも利用頻度の高いものについての目的・特徴（内容）を捉え的確なサービス提供に努める必要がある。
· 訪問看護

目的･･･要介護状態になったときでも、その利用者が可能な限り在宅においてその有する能力に応じた自立した日常生活を営むことができるよう、その療養生活を支援し、心身の機能維持・向上を目的とする。
内容･･･①療養上の世話
看護ケアの基本は、入浴介助や清拭をはじめ、食事の援助、排泄の援助などである活上の援助にも医療の視点をもちながら、専門的技術を要する
②医師の指示のもとに行う診療の補助
・褥瘡の処置 ・創傷処置 ・膀胱洗浄 ・導尿
・経管栄養の管理 ・点滴の管理 ・在宅酸素療法の管理 
・中心静脈栄養法の管理 ・呼吸器管理に伴う処置・CAPD管理
・人工肛門管理 ・浣腸 ・摘便
・疼痛管理 ・医療機器導入時の看護 ・検査補助など
　本人や家族に医療処置の方法を指導することが必要な場合もある
③リハビリテ－ション
訪問看護婦が訪問時リハビリテ－ションを行うことがリハビリテ－ションの継続につながる。生活の援助そのものを、残存能力の活用という視点からリハビリテ－ションに結びつけて行う
④家族支援
⑤精神的援助
⑥社会生活拡大の援助
⑦他のサービスとの連携・調節
＊上記に内容を考えると、訪問看護の利用に関しては、主治医の指示書があり始めて利用ができるものであるため、利用に際しては主治医に良く相談し、必要性等について医師より伺う必要性がある。
· 訪問介護

目的･･･利用者が望むその人らしい生活の実現へ向けての援助を行う

①個々の生活習慣や文化、価値観の実現
②生活の自立性の拡大を図る（自立支援）
③生きることの喜び・意味を見出す
④予防的な対処を優先する

⑤状態の変化を発見し、他職種へつなぐ。
　　内容･･･① 身体の介護に関すること
食事、排泄、衣類着脱、入浴、身体の清拭、洗髪、通院等の介助
② 家事に関すること
・調理、衣類の洗濯、補修、住居の掃除、買物、連絡、家事
　　＊窓拭き・雪かき・草取りは含まれないので注意！
③ 相談・助言に関すること
・生活、身上、介護、住居改良など
· 通所介護

目的･･･　通所により、サービスを提供することによってこれらの高齢者の健全で安定した在宅生活の助長、社会的孤立感の解消、心身機能の維持・向上等を図るとともに、その家族の身体的・精神的負担の軽減を図ろうとするものである。
内容･･･①外出と社会的な交流
通所介護を利用するに当たっては、特に家に引きこもりがちになる高齢者を外出させ、集団活動によって社会的孤立感を解消することに効果があることを念頭に置く必要がある
②家族介護の負担軽減
家族が介護を行っている場合には、家族の介護負担の軽減を図ることができる

③機能訓練・日常生活訓練
通所介護の大きな柱の一つとして、機能訓練（日常生活訓練）がある。本人の機能訓練に対する意欲も十分に考慮し、利用者の状態に応じて、適当な機能訓練・日常生活訓練のメニューを選択する必要がある

④在宅サービスの総合的利用の中での通所介護
サービス利用後に家に帰ってからの生活および通所介護を利用しない日の在宅生活を支えるためのサービスであることを忘れてはならない。
· 通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

目的･･･医療的急性期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝが終了した利用者に対し、介護老人保健施設・病院・診療所等の施設に通所させ、理学療法・作業療法を通し疾病により低下した機能の維持・改善をはかり、できるだけADLの自立やできるだけ要介護の重度化防止を図ること。

内容･･･通所介護よりも以下の内容が特徴的である。
1 個別訓練→利用者の個々の障害に応じて個別機能を対象としての訓練　　　　

2 集団訓練→各種障害に会わせた体操などによって、集団として心身の機　

能維持・改善を図る。

3 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ→楽しさ・生きがい作りによる心理的な活動性の向上を図る。

4 ｹｱ・ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ→残存機能を活かしたｹｱうあ問題行動を解消するｹｱを行

う。

　　　＊いずれにせよ、通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝは作業療法士・理学療法士などのリハビリ専門職員のほか、多くの職種と関係職員とのチームアプローチによって効果を発揮するもの。

	1
	例題
	脳梗塞の急性期治療が終了した患者様が、「家に戻ってもリハビリを続けたいのですが･･･。このままだと家に閉じこもりの生活になってしまっていて･･･。」と相談に来ました。既に介護保険は認定されていて要介護2の状態です。家族もリハビリの継続を望んでいます。各居宅サービスの中でどのサービスを一番初めの選択として説明しますか？その根拠もあわせて答えなさい。

	
	解答
	本人が脳梗塞後遺症のリハビリを望んでおり、加えて閉じこもりの生活に陥りそうだとの相談から、まずは通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの利用を薦める。根拠は、通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの施設が提供する目的と内容が以下の通りの為。
通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの目的は、医療的急性期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝが終了した利用者に対し、
介護老人保健施設・病院・診療所等の施設に通所させ、理学療法・作業療法を通し疾病により低下した機能の維持・改善をはかり、できるだけADLの自立やできるだけ要介護の重度化防止を図ることであり、提供の内容が個々の障害等にあわせた個別訓練、各種障害にあわせた体操等での集団訓練、楽しさ・生きがい作りを目的としたﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ、残存機能を活かしたｹｱ・ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ等だから。



介護支援専門員　中級　第9分野
	第9分野　居宅ｻｰﾋﾞｽ各論２（短期入所生活介護・短期入所療養介護・福祉用具）

	解説
	　通所系のサービスでありながら、一時的に入所できるサービスや認知症の専門的な介護を常時必要とする場合も多くある。また、高齢者の自立を促すために適切な道具を選定することで更なる安全で安心した在宅生活を送ることが出来ることがある。いずれのサービスも目的・内容等を熟知し適切なサービス提供に努めなくてはならない。

· 短期入所生活介護
　目的･･･要介護者が施設で多くの高齢者などとふれあうことによって新たな人間関係や仲間をつくり、社会的な接触を広げ、要介護者の気持ちをリフレッシュさせ、生活を改善するという意味を持っている。また、介護者の急な疾病や冠婚葬祭などの緊急事態や生活の危機に際して、施設が緊急・臨時的に入所できる場所としてあることによって、そうした突発的な生活問題を解決し、家族の生活を安定させる意義はきわめて大きい
　内容･･･居宅要介護者が老人福祉法による特別養護老人ホームや老人短期入所施設などに短期間入所し、入浴・排泄・食事等の介護、その他の日常生活上の世話、及び機能訓練のサービスを受けること。入所の条件は①利用者の心身状態の虚弱・悪化等により、居宅生活の継続困難になっている②介護者の病気・出産・冠婚葬祭・出張などで介護が出来なくなった③介護者の身体的精神的介護負担軽減の為などがある。
· 短期入所療養介護

　目的･･･短期入所療養介護は短期入所生活介護に比べより医療依存度の高い利用者の方々の一時的入所サービス。よって、看護・医学的管理下においての機能訓練・その他必要な医療および生活上の世話を行うことが目的。
　内容･･･介護老人保健施設・介護療養型医療施設に入所して①家族の介護負担軽減を図り、②本人の疾病に必要な医学管理等を行う。この中には当然リハビリテーｼｮﾝも含まれる。また、認知症の改善や状態の把握をすることにも有効である。
· 福祉用具

目的･･･心身の機能が低下し、日常生活を営むのに支障がある要介護者等の日常生活上の便宜を図るための用具及び要介護者等の機能訓練のための用具であって、要介護者等の日常生活の自立を助けることが目的。
＊福祉用具は原則貸与によるとされる理由
　① 対象者が高齢者であることから、身体の状況、介護の必要度　

が変化しやすいが、介護の必要度の変化等に応じて用具の交換ができる
② 耐久性に優れた機器を、公的財源により個人の所有物とすることが適当かという問題があり、多数の利用者に広く使用される貸与の仕組みのほうが資源を効率的に活用できる


	
	
	　　　内容･･･①身体機能の補完
日常生活動作遂行に支障ある要介護者等に対して、機能訓練を補うために用いられ、要介護者等自身が身につけて使用する場合が多い。食事の際の各種自助具、杖、歩行器などはこの目的で使用される
②介護・介助者の負担軽減
移乗・移動の際に用いられる移動用リフト、起居の際に持ちいられる背上げ機能の付いたギャッジベッドなど

③機能訓練
歩行器、車椅子などは廃用症候群の予防にも効果がある

④その他
緊急通報装置、自動消化器などは、独居老人等の自立生活の支援のためにも活用される

　　　　＊いずれの福祉用具も本人の自立を助けるものであり、介護度によっては利用できない貸与物品もある事を理解する。

	1
	例題
	在宅介護している家族から「介護疲れしてしまい、新聞の老人の殺人事件も他人事じゃないみたい･･･。」と相談されました。本人は認知症もあり、且つ人工肛門の造設している方です。どのようなサービスの提案を介護支援専門員として提案しますか？その根拠はなんですか？
（実際に施設が受け入れ可能か否かは考えなくてよい）

	
	解答
	家族の介護負担軽減の観点と本人の疾患管理の必要性を根拠に、短期入所療養介護の提案を行う。短期生活療養介護の説明として、介護老人保健施設等に一時的に入所し、入浴・排泄・食事等の介護、その他の日常生活上の世話をはじめ、本人に必要な医学的観点からの管理及びリハビリテーｼｮﾝの提供と、ご本人の認知症についての把握と今後の在宅療養上のアドバイスを行えるよう観察することも伝える。また、この期間に家族にも充分な休養をとってもらうことも目的のひとつである事を告げる。



介護支援専門員　中級　第10分野
	第10分野　介護保険施設論

	解説
	介護保険施設には3種類の施設がある。それぞれに意義・目的・特徴を持っており介護支援専門員は本人・家族のニーズにあった施設についての利用を援助し、本人の生活が自立できるようにしなくてはいけない。
指定

介護老人福祉施設

目的

要介護状態にある40歳以上のものが
1 自宅で介護ｻｰﾋﾞｽを受けながら在宅生活を継続することが困難。

2 本人が施設サービスを希望する。

場合に提供される。
　施設入所することで、本人の安定した生活が確保でき、要介護状態の改善・家族の生活条件の改善・家族間調整の進行等が出来、自宅復帰を支援することが目的。
意義と

役割

介護老人福祉施設は、介護を中心に機能訓練、健康管理、療養上の世話、長期の生活支援などを行うことになっており、生活施設としての意義は大きい。施設は、基本的には、介護の必要性によって自宅での生活が困難な人々の生活支援を行うが、そのことによって家族へのさまざまな支援を直接・間接に行っている。これからの介護老人福祉施設も、施設機能の地域への開放によって、地域の福祉課題を改善し、施設利用者の社会関係を広げる役割が期待される。この施設で最後を迎えたいと思っている方も多く、安らかな終末期を迎えられるような工夫もしてある施設もある。
特徴

介護保険法で、要介護認定によって要介護者に認定された要介護1から要介護5の第1号被保険者と第2号被保険者しか利用できない。
　あわせて、「身体上または精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、かつ、居宅においてこれを受けることが困難な者」とされている。終の棲家として考える老人も多く、高齢化が進んでいる為、多くの疾病を抱えている入居者もおおく看護や投薬の医学的管理から、予防的な観点も必要になる。
指定介護老人保健施設

目的

① 自立支援
② 家庭復帰
③ 家庭的雰囲気
④ 地域・家庭との結びつき
意義と

役割

１．「総合的ケアサービス施設」として

現行の老人保健施設は、医療と福祉を統合したサービスを提供する「総合的ケアサービス施設」である

２．「家庭復帰施設（通過施設）」として

 介護老人保健施設は、"医療の場"と"生活の場"とを結ぶ「家庭復帰施設（通過施設としての役割がある

３．「在宅ケア支援施設」として

現行の老人保健施設は、在宅ケア支援施設として「空床の確保」「ショートステイ」や「デイ・ナイトケア」「退所前後訪問」の実施、「在宅介護支援センター」や「訪問看護ステーション」等の併設を促進させ、地域の実情に合わせてさまざまな在宅ケア支援体制を整備する
(１) 入所利用
　 在宅介護が困難の際に"いつでも利用できる施設"としての受け　入れ体制の整備が必要である
(２) ショートステイ
　 現行の老人保健施設のショートステイは、介護を要する高齢者が短期間（14日間以内）入所利用して、ケアサービスの提供を受ける制度である
　短期間の入所利用によって、介護を要する高齢者の心身に刺激を与え、在宅での生活意欲をより高めるとともに、介護者が在宅介護を継続できるように支援していくことが目的である
(３) デイケア・ナイトケア
　 介護を要する高齢者の社会的孤立や閉じこもりを防止し、社会の一員としての生活意欲を維持し、心身機能の回復とADLの維持を図るために、しっかりと個別ニーズを把握し、それに基づいたプログラムを作成しながら実施している
◇ 認知症の高齢者には、デイケアと同様の内容で、１日４時間以上のナイトケア事業も実施している
(４) 訪問指導
　訪問指導には、入退所前後に入所利用者宅を訪問して、看護・介護、リハビリテ－ションや生活上の相談等に関して、在宅生活支援のために指導する制度である
　現行の老人保健施設療養費においては、退所前に１回、退所後１か月以内に２回の訪問が認められている

４．「地域に開かれた施設」として

 老人保健施設は、家庭介護者や地域住民に対するケア体験や研修の実施などにより、ボランティアの育成、地域のケアシステムづくりをめざす「地域に開かれた施設」として取り組むことが求められている
○ 老人保健施設の目的を果たす主な活動
① 「家庭復帰施設（通過施設）」として
② 「在宅ケア支援施設」をめざして
③ 併設（協力）病院や地域の病医院等との連携をはかる
④ 地域における高齢者介護のネットワークの一機関として
⑤ 介護技術教育、ボランティアの養成に努める
特徴

　中間施設と言うことに大きな特徴がある、その為、本人の身体状況をよくアセスメントし必要なリハビリの提供・疾病の管理をチームアプローチにより行う。加えて家庭復帰等も目的としているため、相談員はその後の本人の生活についての調整的役割を果たさなければならない。
指定介護療養型医療施設

目的

①療養型病床群を有する病院及び診療所②老人性認知治療病棟よ有する病院で、施設サービス計画に則り、長期にわたる療養が必要な要介護者に対し、療養上の管理・看護・医学的管理の下の介護等を提供し、本人の能力に応じた自立した生活を営めるようにするもの。退院ができない利用者というわけではなく、在宅復帰や他施設への入所も視野に入れた、個々人のへのアプローチを行う。
意義と

役割

●在宅復帰を目標にした取り組み

退院後の方向性が明確でない場合はもちろん、退院後、他介護施設へ移る可能性が高い場合にも、決して在宅復帰の可能性を視野からはずさないことが肝要。在宅復帰を目標にした取り組みは、個々の対象者に応じて、入院している時にとどまらず、在宅療養ができる限り長く続けられるように、退院後も病院機能を活かした形で継続したケアを提供する態勢を整えることが求められる
●医療重視の長期療養者への対応

　　在宅での療養が無理と判断される以下の場合には、長期間にわたる入院が必要になってくる。

・反復性で難治性の感染症（肺炎や尿路感染症など）、
・ 全介助で難治性の褥瘡、
・ 気管切開や頻回な喀痰吸引などの管理や処置が必要な事例、
・ コントロール不良な糖尿病や排尿障害、
・ 問題行動のある痴呆患者で併発症（合併症）のある事例
・ ターミナルケア（癌の末期など）
特徴

療養型病床群の利用者は、急性疾患の回復期および慢性疾患を有する高齢者で、急性期対応医療機関での治療が一段落したものの、入院による医学的な管理（リハビリテ－ションを含む）が必要な方々が多い。また、在宅で療養生活を送っていたが、疾病のコントロール不良や集中的にリハビリテ－ションの必要な方、老人保健施設や特別養護老人ホーム等の施設入所者で、治療が困難なケースが多い。


	1
	例題
	介護老人保健施設の目的・意義・特徴を述べなさい。

	
	解答
	① 自立支援　② 家庭復帰③ 家庭的雰囲気④ 地域・家庭との結びつきを目的とし、本人のアセスメントと行い、医療と介護のチームアプローチを行いながら、在宅復帰を促進する施設。病院と在宅の中間的役割を担うことが特徴であり、そのため家庭・施設・次のサービスへ繋げるなどの調整的役割を行う。また、開かれた施設・在宅ケアを支援する施設としての役割もあり、家族や地域に向けた介護教室の展開や在宅介護を継続できるような家族支援としてのショートステイの提供なども行う。



介護支援専門員　中級　第11分野
	第11分野　社会資源の活用について

	　要介護等を地域社会で支援する場合、公的サービスだけではなく、インフォーマルサービスのことも良く知り、両者を上手く組みあわせ支援体制を構築する必要がある。また、それらの特徴を知ることも必要。
· フォーマルな社会資源・・・①地域の団体・組織　② 社会福祉法人　③ 企業　④ 行政
　　　　　　　　　　　　特徴：画一的なサービス内容になりやすが、安価で安定したサービス内容の供給が可能。

· インフォーマル資源･･･①家族　② 親戚　③ 友人・同僚　④ 近隣　⑤ ボランティア
　　　　　　　　　　　　特徴：柔軟な対応はしてくれるが専門性が低く、安定供給が困難な場合がある。

また、認知症の方々の権利擁護の為、以下の社会資源についてよく理解し、家族への情

報提供を行うなどし、本人の権利擁護を行うことも必要

●成年後見制度について

成年後見制度は、判断能力の不十分な成年者（認知症高齢者・知的障害者・精神障害者など）を保護する為の制度であり、高齢社会への対応及び知的障害者・精神障害者などの福祉の充実の観点から、自己決定の尊重、残存能力の活用、ノーマライゼーションなどの新しい理念と従来の本人の保護の理念との調和を旨として、本人の精神、身体状況や生活状況に配慮して、本人代わり法律行為を行い、本人が安心して生活が出来るような支援を行う。

○「後見」制度

　　精神上の障害により、判断能力を欠く状況にある人（自己の財産を管理・処分できない程度に判断能力が欠け、日常的に必要な買物も自分では出来ず、誰かにやってもらう必要がある程度の者）を対象とする。後見が開始されると「成年後見人」が選任され、成年後見人は本人の行為全般について本人を代理することができ、本人がした行為を取り消すことが出来る。

○「保佐」制度

　　　精神上の障害により、判断能力が著しく不十分な人を対象とする。保佐が開始されると、「保佐人」が選任され、本人が行う重要な財産行為については、保佐人の同意を要することとされ、本人または保佐人は、本人が保佐人の同意を得ないで行った重要な財産行為を取り消すことができる。

○「補助」制度

　　　軽度の精神上の障害により、判断能力が不十分な人を対象とする。本人の意思を尊重しながら多様なニーズに対応できるように、本人の同意のもとで「特定の法律行為（預金の管理・重要な財産の処分・介護契約など）について、「補助人」の支援を受けることができる。

成年後見制度の申請を出来るのは、４親等内の親族・すでに選任されている保佐人等や検査官がなる。家庭裁判所が成年後見人、保佐人に適任な者を選任し、複数でも可能。財産管理については弁護士など専門的知識のある者を選任し、本人の身上監護。

任意後見…判断能力を失う前に、「任意後見人」を指定し、自分の望む財産管理や保護に関する事務を行なう代理権を与える。


	については親族あるいは身上監護の専門家などを選任することができる。法人も成年後見人や保佐人になることができる。

任意後見…判断能力を失う前に、「任意後見人」を指定し、自分の望む財産管理や保護に関する事務を行なう代理権を与える。
＊鑑定費用

成年後見制度を利用する場合には、明らかにその必要がないと認められる場合を除いて、本人の精神の状況について、医師その他適当な者に鑑定をしてもらう必要がある。鑑定費用の額は事案にもよるが、およそ5～15万円程度。
●地域権利擁護事業について
１地域福祉権利擁護事業とは？
　　福祉サービスを利用するためには、サービスを必要としている方ご自身で、要介護認定や支援費支給量決定の申請をしたり、適切な福祉サービス利用の契約を結んだりしなければなりません。しかし、判断能力が不十分な方は、これらのことを行うことができない場合があります。このような方々を支援する仕組みとして、介護保険の要介護認定が始まる、平成１１年１０月から「地域福祉権利擁護事業」が始まりました。「地域福祉権利擁護事業」は、認知症や精神障害等により、日常生活を営むのに支障がある方に対し、福祉サービスの利用に関する相談・助言や、手続・支払等の援助を行うものです。サービスを利用するためには、本人（利用者）と社会福祉協議会とが契約をします。
２どのような人が使える制度なの？
・判断能力が不十分な状態の方（認知症や物忘れのある高齢者、知的障害者、精神障害者等）。

・在宅での日常生活を営むのに必要なサービスを利用するための情報の入手、理解、判断、意思表示を、本人のみでは適切に行うことが困難であると認められる方。

・この事業における契約の内容について、判断できる能力を持っていると認められる方。
３　どのようなことをしてくれるの？
１） 福祉サービス利用援助
・福祉サービスについての情報提供、助言
・福祉サービスを利用する際の手続き
・福祉サービスの利用料の支払い手続き
・福祉サービスについての苦情解決制度を利用する手続き　など
２） 日常的金銭管理サービス

・年金や福祉手当の受領に必要な手続
・税金、社会保険料、公共料金、医療費、家賃などの支払い手続き
・日常生活に必要な預金の払戻し、預け入れ、解約の手続き　など
３） 書類等の預かりサービス
・金融機関の貸金庫における大切な書類のお預かり
　　お預かりできる書類：年金証書・預貯金の通帳・権利証・契約書類・保険証書・実印・銀行印など
4利用料はどのくらい？(目安)

　相談や契約までの手続きは、無料。
　契約をした後、実際の支援については、有料になる。
　　※利用料は、市区町村によって異なる
　※利用料は、市区町村によって異なる
１）福祉サービス利用援助
２）日常的金銭管理サービス
1回1時間まで1,000円
※1時間を超えた場合は、30分ごとまでに500円を加算
３）書類等の預かりサービス
1か月　　1,000円
上記のほかに、利用者のご自宅から金融機関等へ出向いた際にかかった交通費の実費は、利用者の負担となる。八戸市は生活保護受給者は利用料無料。
５　利用するにはどうすればいいの？ 

地域の社会福祉協議会等まで相談。




	1
	例題
	高度認知症家族から、今後の本人の通帳等の管理について相談されました。どのような社会資源を助言しますか？

	
	解答
	本人の判断能力が極端に低いことから、成年後見制度について案内する。成年後見制度の申請を出来るのは、４親等内の親族・すでに選任されている保佐人等や検査官がなる。家庭裁判所が成年後見人、保佐人に適任な者を選任し、複数でも可能。財産管理については弁護士など専門的知識のある者を選任し、本人の身上監護を行うなどの内容を説明し、申し立ては裁判所で受け付けることも案内する。また、成年後見制度を利用する場合には、明らかにその必要がないと認められる場合を除いて、本人の精神の状況について、医師その他適当な者に鑑定をしてもらう必要がある事も合わせて説明し、鑑定費用の額は事案にもよるが、およそ5～15万円程度と案内する。
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	例題
	一人暮らしの在宅生活の方から「最近物忘れが出てきたかなぁと心配になってね。それに、物騒だし詐欺とかにだまされたらどうしようかな？とも思うんだけどね･･･。」と相談を受けました。本人の判断能力は年齢相応で、火の始末や計算能力は自立していますが、管理能力等は若干の低下があります。どのような社会資源の提案をしますか？

	
	解答
	権利擁護事業の使用についてアドバイスする。
提供できるサービスは以下の通り。
①福祉サービス利用援助
・福祉サービスについての情報提供、助言
・福祉サービスを利用する際の手続き
・福祉サービスの利用料の支払い手続き
・福祉サービスについての苦情解決制度を利用する手続き　など
②日常的金銭管理サービス

・年金や福祉手当の受領に必要な手続
・税金、社会保険料、公共料金、医療費、家賃などの支払い手続き
・日常生活に必要な預金の払戻し、預け入れ、解約の手続き　など
③書類等の預かりサービス
・金融機関の貸金庫における大切な書類のお預かり
　　お預かりできる書類：年金証書・預貯金の通帳・権利証・契約書類・保険証書・実印・銀行印など

また、費用については各市町村によって異なるが、①と②については1回1時間まで1,000円、③については1か月1,000円程度である事を説明し、申し込み・相談窓口は都道府県社会福祉協議会である事も説明する。















































利用者の契約能力の確認が難しい場合





�








都道府県社会福祉協議会


契約締結審査会





利用者等





最寄の社会福祉協議会





相談





相談受付





援助開始





契約締結





支援計画作成





専門員による


訪問・相談


(必要に応じて何度か訪問する)



















































































